
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金  ) 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

365 365

施設建設課長
武内　浩司

363

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 363

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

361

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

365 365

施設建設課長
武内　浩司

361

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 363

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

357

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

公共下水道の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-04

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

1,461,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 小型マンホールポンプ

修 繕 し た
小 型 マ ン
ホ ー ル ポ
ン プ
（基）

3

廃止予定
の有無

説明：小型マンホールポンプの具合を見
ながらの修繕を実施しているため、年度
により実施の差異が生じてしまう。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
下水道の機能維持小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4 3,104 3,104 2,740 5,844

4,935 2,771 7,706 3,853,000

効率性 5 達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2 4,935

1,859

25,464 3,167

財政健全経営計画
実行プラン

対象

西東京市

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 7 5,047 5,047 2,874 7,921 1,131,571 99

説明：下水道施設を適正に維持管理をし
ていくものであり、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：今後も引
き続き下水道小型マンホールポンプを
適正に維持管理していく。

事業
内容
・

活動
手段

施設稼働、機器修繕 小型マン
ホールポ
ンプが正
常に稼働
していた
日数

28,631 1,598

効率性

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：ポンプ場施設の具合を見ながらの
修繕を実施しているため、年度により実
施の差異が生じてしまう。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
下水道の機能維持小平市 東村山市 清瀬市

17,295 29,021 29,021 3,131 32,152

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

17,920

外部評価

その他（ポンプ場無し ）

根拠
法令
等

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 21,157 26,951 26,951 3,285 30,236 1,429 99

説明：下水道施設を適正に維持管理をし
ていくものであり、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：今後も引
き続きポンプ場施設を適正に維持管理
を行なう。また、汚水経路の見直しに
よるポンプ場への汚水流入区域縮小や
不明水対策の実施により、ポンプ場施
設のランニングコストの軽減を図って
いく。

事業
内容
・

活動
手段

外部評価

1,616 128,864 128,864 122

終期

対象 ポンプ場

ポ ン プ 場
施 設 点
検 ・ 工 事
金 額 （ 千
円）

25,464

施設が正
常に稼働
していた
日数

施設稼働、機器修繕

30年度の方向性 現状維持

東久留米市下水道条例（第１７条） 1,618 135,729 135,729 0 135,729 83,887 －

説明：　効率的な料金徴収を行うため
に、水道料金と下水道料金を東京都水道
局が併せて徴収している。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
下水道使用料の徴収事務を東京都水道
局に委託していく。

事業
内容
・

活動
手段

水道使用料と併せた下水道使
用料の徴収事務の委託

上乗せ 横出し

1,600 122,185

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

3 達成度 3

1,129,000

効率性

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

122,185 0 122,185 76,366

効率性

416
説明：研修参加者数の差異による違い。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

　制度改正の
余地がある 　

説明：説明：下水道料金徴収額、トータ
ルコストともに、前年度と大きく変化が
なかったため。

128,986 79,818

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

3 416 1,096 1,512 504,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 公共下水道（汚水）使用者

下水道料
金徴収額
（百万
円）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

補助
金

目的
・

意図

公平・公正な下水道使用料の
負担

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

公益社団法人　日本下水道協会定款 3 419 419 739 1,158 386,000 －

説明：下水道事業の調査研究等の最新情
報を入手するには、本協会への参画が不
可欠であるため、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：本協会
は、下水道に関する調査研究等を行う
ことにより下水道事業の着実な普及と
健全な発達を図り、公共用水域の水質
保全を通じて地球環境の保全に資する
ことを目的として設立されており、当
市としても、その提供された情報を活
用し下水道事業を進めて行くため、引
き続き協会の会員として事業に参加す
る。

事業
内容
・

活動
手段

研修会、講習会、時代の変化
を捉えた下水道機能の向上な
ど、今後の事業展開の方向に
照準を定めた最新の情報提供

1 416

416

713 1,129
5 達成度 3

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 下水道技術者

研 修 参 加
職 員 数
(人）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し07-04-01

施設建設課
下水道施設担当

日本下水道協会参
画事業

廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

下水道施設の保全及び水質検
査や排水設備工事の知識取得
による下水道技術者の能力向
上

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

07-04-02

施設建設課
下水道計画担当

下水道(汚水)料金
徴収事務

07-04-03

施設建設課
下水道施設担当

下水道（汚水）ポ
ンプ場維持管理事
業

07-04-04

施設建設課
下水道施設担当

下水道（汚水）小
型マンホールポン
プ維持管理事業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

公共下水道の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-04

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

施設建設課長
武内　浩司

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

365 365

施設建設課長
武内　浩司

365

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 366

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

364

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

210 200

施設建設課長
武内　浩司

223

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 229

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

246

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

60 60

施設建設課長
武内　浩司

63

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 64

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

66

3

廃止予定
の有無

説明：27年度、28年度ともに助成件数の
実績が「0」のため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
水洗便所の普及小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0 78 78 0
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
東久留米市水洗便所改造資金
特別助成条例第2条各号に掲
げる要件を備えた者

助成件数
（件）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法第11条の3第5項
東久留米市水洗便所改造資金特別助成条例

0 0 82 82 － 95

説明：水洗化率が100%になるまで継続す
る事業であるが、公共下水道に接続して
頂けるよう該当者への周知・広報する方
法について検討の余地がある。

総合評価（課題・方向性）：近年、水
洗便所改造資金特別助成の申請件数が
0件である。今後は、公共用水域の水
質の保全に資することを目的とし、特
別助成の対象者に対して、公共下水道
への接続のお願いと水洗便所改造資金
特別助成のお知らせ等の啓発活動を行
うなどの下水道普及促進活動を実施し
ていく。

事業
内容
・

活動
手段

便器、洗浄用器具、給水管、
排水管及び排水桝等の改造工
事の助成 くみとり

使用世帯
(世帯数)

79 79 0

効率性 3 達成度

3,131 3,131 0
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

6 3,167 3,180 12,927

清瀬市 西東京市

0 0

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法第10条 54 5 5 3,285 3,290 60,926 90

説明：都市の健全な発達及び公衆衛生の
向上には不可欠な事業であるため改善の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：今後も引
き続き、公共用水域の水質の保全に資
することを目的とし未接続世帯への下
水道普及促進活動を実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

公共下水道未接続世帯への公
共下水道へ切替えて頂くため
の啓発活動（接続依頼文書の
送付、自宅訪問など）や公共
未接続世帯リストの精査

効率性 1 達成度 2

廃止予定
の有無

説明：下水道普及促進PR件数について、
未接続世帯の再調査に時間を要したため
「54件」しかできなかったため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 公共下水道未接続世帯

下水道普
及促進PR
件数

(件)
13 7

未接続世
帯　(世帯

数)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

246

補助
金

目的
・

意図

公衆衛生の向上、公共用水域
の水質の保全

小平市 東村山市

185,758

公共下水道（汚水）

283,600
財政健全経営計画

実行プラン
対象

332,304

　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 967 147,390 20,350 1,017 126,023 6,605 153,995 159,250 100

説明：汚水管の整備は公衆衛生上必要な
事業であるため改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：今後も道
路の整備に合わせた管渠の整備などを
行い、都市の健全な発達及び公衆衛生
の向上に寄与していく。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

181,504

180,315 54,950 2,747

外部評価

根拠
法令
等

効率性 5 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：工法の違いによる事業費の減少が
ある。
　なお、平成29年度から新設分および長
寿命化事業分としている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

都市の健全な発達及び公衆衛
生の向上

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

640 176,204

122,618 5,443

外部評価

559

公共下水道（汚水）の整備

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

120,712 5,300

80,873 4,120 206 76,547

公共下水道管（汚水）

清掃、修
繕件数

（件）

52,850 2,642

整備率
(％)

整備延長
(ｍ)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

対象

　30年度の方向性 拡大

下水道法（第1条、第3条） 91 115,844 20,350 1,017 94,477 4,928 120,772 1,327,165 100

説明：下水道施設を適正に維持管理をし
ていくものであり、改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：下水道管
渠の汚水処理については、排水不能と
なることなく、適正に維持管理されて
いるが、下水道施設は昭和50年台後半
から約10年間という短期間で集中的に
整備されたことから、今後経年劣化等
による下水道管渠の老朽化が急速に進
行することが見込まれる。
下水道は人々の日常生活を支えるイン
フラであり、今後も計画的かつ効率的
な長寿命化対策を実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

196

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

74

1,030,150
財政健全経営計画

実行プラン
対象

1,157,081

効率性

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

2 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：年度により、長寿命化設計委託費
の契約金額に差異が生じてしまう。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

管路の破損による下水道機能
停止及び道路陥没などによる
交通障害を防ぐ

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

80 78,107 3,925

4,751 85,624

機能確保のために必要な清
掃・補修及び下水道管渠の長
寿命化のための設計

下水道管
渠に起因
する道路
陥没等に
よる事故
がなかっ
た日数

(日)

73,986 4,305 82,412

下水道普及促進事
業（公共下水道未
接続世帯へのＰ
Ｒ）

下水道(汚水)整備
事業

07-04-05

施設建設課
下水道計画担当

07-04-07

07-04-08

施設建設課
下水道施設担当

下水道普及促進事
業（水洗便所改造
資金特別助成）

施設建設課
下水道施設担当

下水道（汚水）管
渠維持管理事業

07-04-06

施設建設課
下水道施設担当

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

公共下水道の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-04

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

3

廃止予定
の有無

説明：28年度は不開催のため、負担金の
支出や研修の参加が無かった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
都市型水害の解消小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 10 10 122 132 66,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2 10 10 123 133 66,500

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
黒目川流域公共下水道区域内
の市（小平市・東村山市・東
久留米市）

研修参加
人数

(人)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

黒目川流域公共下水道雨水整備促進協議会規約 0 0 0 0 － －

説明：効率的な浸水被害の解消に向け3市
で連携した事業であるため改善の余地は
ない。
（特に行政界をまたぐ事業であっても円
滑に行える。）

総合評価（課題・方向性）：引き続き
黒目川流域における浸水被害解消に向
け、3市で連携し雨水事業を推進す
る。

事業
内容
・

活動
手段

雨水整備に関する情報交換、
視察研修

効率性 3 達成度

14,678 33 14,711 7,355,500
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

32 64,582 64,582,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第31条の2　市町村の負担金） 1 68,127 68,127 32 68,159 68,159,000 －

説明：東京都が管理主体となり広域的下
水道（流域下水道）施設の整備を実施す
ることが効率的であるため改善の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
広域行政主体である都を管理主体とす
る広域的下水道（流域下水道）事業関
連公共下水道事業を実施する。

事業
内容
・

活動
手段

広域的に下水道（汚水）を処
理するための流域下水道施設
の改築に要する費用の一部負
担 効率性 3 達成度 3

説明：
東京都が施工する流域下水道施設の改築
等の工事内容・規模等により、各市の負
担する工事費の請求が増加した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
荒川右岸東京流域下水道(汚
水)建設参画団体

改築施設
数

(件) 64,550 64,550

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1
廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図
広域的な下水道の整備の推進小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 14,678

3

廃止予定
の有無

説明：流入水量により負担金が左右され
るが、流入水量、トータルコストとも
に、前年度と大きく変化がなかったた
め。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

広域的な終末処理場で集約的
に行うことによる効率的な下
水道整備の促進

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

13,453 511,200 511,200 98 511,298 38,006
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13,125 498,756 2,368

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
荒川右岸東京流域下水道維持
管理参画団体

流入水量
(千ｍ2)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第31条の2　市町村の負担金） 12,888 490,091 2,372 487,719 120 490,211 38,036 －

説明：公共用水域の水質保全を図ってい
くためには、広域的な終末処理場で集約
的に行うことによるほうが効率的である
ため改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
広域行政主体である都を管理主体とす
る広域的下水道（流域下水道）事業関
連公共下水道事業を実施する。

事業
内容
・

活動
手段

広域的に下水道（汚水）を処
理するための施設（終末処理
場も含む）における維持管理
に要する費用の一部負担

496,388 123 498,879 38,010

効率性 3 達成度

10 32 42 21,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

10 32 42 21,000

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

荒川右岸東京流域下水道対策協議会規約 2 10 10 32 42 21,000 －

説明：荒川右岸東京流域地区の円滑な下
水道事業の運営に関し、関係市及び関係
官公庁との連絡調整を図るには不可欠な
会であるため改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
会に参加し荒川右岸東京流域地区の円
滑な下水道事業の運営を図る。

事業
内容
・

活動
手段

新川右岸処理区　流域下水道
建設事業関係市負担金の負担
割合見直し 効率性 3 達成度 3

説明：協議回数、トータルコストとも
に、前年度と大きく変化がなかったた
め。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
荒川右岸東京流域下水道対策
協議会参画団体

協議回数

(回) 10

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2
廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

荒川右岸東京流域地区の円滑
な下水道事業の運営

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 10

黒目川流域公共下
水道事業雨水整備
促進協議会参画事
業

07-04-12

施設建設課
下水道計画担当

07-04-11

施設建設課
下水道計画担当

荒川右岸東京流域
下水道(汚水)建設
参画事業

07-04-09

施設建設課
下水道計画担当

荒川右岸東京流域
下水道対策協議会
参画事業

07-04-10

施設建設課
下水道計画担当

荒川右岸東京流域
下水道維持管理参
画事業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

公共下水道の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-04

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

33 33

施設建設課長
武内　浩司

31.93

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 31.80

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

31.59

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

365 365

施設建設課長
武内　浩司

365

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 365

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

363

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

365 365

施設建設課長
武内　浩司

365

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 366

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

365

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）負担金 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

27,899

442 19,364

根拠
法令
等

1.18

2 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：雨水施設の具合を見ながらの修繕
を実施しているため、年度により実施の
差異が生じてしまう。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

雨水施設が原因となる事故等
を未然に防ぐ

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

94 27,899

上乗せ

87 27,976 105

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 公共下水道施設（雨水）

清掃、修
繕
(回)

29,856

業務フローに改
善の余地がある

317,617
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

27,871 1,980 29,956 344,322

効率性

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 67 25,128 118 25,010 2,053 27,181 405,687 100

説明：公共下水道の維持管理をするため
に、不可欠な事業であるため改善の余地
はない。

総合評価（課題・方向性）：雨水の速
やかな排除は下水道の役割であり、今
後も維持管理を実施していく。

1,957

事業
内容
・

活動
手段

雨水調整池等の機能確保のた
めに必要な清掃・補修

目詰まり
すること
なく稼働
した日数
　
（日）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

1,712 30,363 21,382,394
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

1,484 22,976 19,471,186

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　
対象 公共下水道（雨水）

整備区域

(ha) 21,492 21,492

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 0.69 19,366 19,366 1,910 21,276 30,834,783 97

説明：当該事業は、冠水、浸水の防止、
軽減するために行う事業であり、市民の
安全安心な生活に寄与するため改善の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：今後も恒
常的な道路冠水箇所を中心に雨水整備
を実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

公共下水道（雨水）の整備 認可区域
に対する
整備率

(％)

効率性 1 達成度 3

説明：整備区域が減少しているが、物価
等の上昇により事業費がそれほど減少し
ておらず、効率性が低い数字が出てい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

道路冠水、住宅浸水被害、内
水氾濫の抑止、軽減

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1.42 28,651 8,845

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 公共下水道管（雨水）

清掃、修
繕
(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

307 1,980 2,287 95,292

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：28年度は管渠維持管理の回数等に
ついて前年度と差異が無かった。

 直営
（委託無）

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 24 342 342 2,053 2,395 99,792 100

説明：公共下水道の維持管理をするため
に、不可欠な事業であるため改善の余地
はない。

総合評価（課題・方向性）：雨水の速
やかな排除は下水道の役割であり、今
後も維持管理を実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

雨水管渠等の機能確保のため
に必要な清掃・補修

下水道管
渠に起因
する道路
陥没等に
よる事故
がなかっ
た日数

(日)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

24 307

全部
委託

一部
委託

東村山市 清瀬市 西東京市

24 1,352 1,352 1,957 3,309 137,875
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

管路の破損による下水道機能
停止及び道路陥没などによる
交通障害を防ぐ

小平市

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
荒川右岸東京流域下水道（雨
水）建設事業参画団体

改築施設
数

(件) 0

該当

上乗せ 横出し

0
廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
広域的な下水道の整備の推進小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0 0

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第31条の2　市町村の負担金） 0 0 0 0 － －

説明：今年度は流域下水道（雨）の施設
の整備が無かったので、負担金は発生し
なかった。

総合評価（課題・方向性）：引き続き
広域行政主体である都を管理主体とす
る広域的下水道（流域下水道）事業関
連公共下水道事業を実施する。

事業
内容
・

活動
手段

広域的に下水道（雨水）を処
理するための流域下水道施設
の改築に要する費用の一部負
担

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

効率性 3 達成度 3

説明：前年度に引き続き流域の雨水施設
の新設工事が無かったため現状維持と
なっている。

0 0 －
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

0 0 －

荒川右岸東京流域
下水道(雨水)建設
参画事業

07-04-16

施設建設課
下水道計画担当

07-04-13

施設建設課
下水道計画担当

下水道(雨水)整備
事業

07-04-14

施設建設課
下水道施設担当

下水道（雨水）施
設維持管理事業

下水道（雨水）管
渠維持管理事業

07-04-15

施設建設課
下水道施設担当

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

公共下水道の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-04

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

施設建設課長
武内　浩司

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

98.5 100

施設建設課長
武内　浩司

97.2

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 96.8

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.4

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

07-04-19

施設建設課
下水道計画担当 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成31年度末

対象

公共下水道事業全般

打ち合わ
せ回数

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

経営基盤の強化及び財政マネ
ジメントの向上

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

公営企業会計へ移行するた
め、平成32年度からの地方公
営企業法の適用に向け取り組
みを行っていくもの

下水道事業公営企
業会計移行事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 －

効率性 3 達成度 3

説明：新規事業であるため、比較検討は
できない。

0 0 －

0

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 拡大

地方公営企業法（第２条）

7 3,751 3,751 10,345 14,096 2,013,714 －

説明：公営企業会計への移行のため、平
成28年度に市の方向性を定めたところで
ある。今後は、下水道事業の計画的な経
営基盤の強化と財政マネジメントの向上
を的確に行うために公営企業会計へ移行
を進めていく。

総合評価（課題・方向性）：平成28年
度は公営企業会計移行に向け、「東久
留米市公共下水道事業公営企業会計移
行基本計画」を策定した。今後は基本
計画に基づき、平成32年度の予算・決
算からの公営企業会計移行に向け、公
営企業会計移行支援業務委託事業や公
営企業会計システム構築などにより事
業は拡大していく。

事業
内容
・

活動
手段

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

地方公営企業法（第33条）
東久留米市公有財産事務規則（第16条）

1.8 303 303 16 319 177,222 100

説明：下水道事業の計画的な経営基盤の
強化と財政マネジメントの向上を的確に
行うために公営企業会計へ移行を進めて
いく。

総合評価（課題・方向性）：今後、下
水道事業の計画的な経営基盤の強化と
財政マネジメントの向上を的確に行う
ために公営企業会計へ移行を進める為
の作業を行う。
　平成30年度以降からは公営企業会計
移行事務の中で、固定資産調査を行う
ため、そちらに統合する形をとる。

事業
内容
・

活動
手段

下水道事業により算出された
資産の価値の調査 資産台帳

入力率

(％)

303 12 315 143,182

効率性 1 達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2.2 303

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
公共下水道（雨水・汚水）施
設

資産台帳
入力延長

(ｋｍ)

3

廃止予定
の有無

説明：28年度は資産台帳に入力した延長
の実績が低かったため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

下水道事業により算出された
資産の価値の明確化

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

0.5 302 302 12 314 628,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 公共下水道施設

検査申請
書類受理
数　(件） 8,346

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

563

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
公共下水道施設の適正な管理小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

875

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

下水道法（第1条、第3条） 583 11,021 11,021 13,552 24,573 42,149 97

説明：公共下水道の維持管理をするため
に、不可欠な事業であるため改善の余地
はない。

総合評価（課題・方向性）：住宅等の
排水設備検査業務について、外部への
一部検査業務を委託することにより、
事務の効率化及び維持管理コストの削
減につながった。今後も引き続き業務
委託をすることで、効率的に施設の適
正な管理を実施していく。

事業
内容
・

活動
手段

事業者からの排水設備工事、
公桝設置工事の申請書をもと
に、市の委託業者により現場
検査を実施し、その内容をも
とに承認をしている。また、
規模が大きい開発行為等は、
市職員も現場立会をしてい
る。

検査合格
率

行政
補完的

政策的

効率性 2 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：事業者からの申請書類の件数にい
より各年度毎に事業費に差異が生じる。
今年度は、昨年度より多くの申請があり
事業費が上がった。

6,740 6,740 12,916 19,656 22,464
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

8,346 13,065 21,411 38,030

07-04-18

施設建設課
下水道施設担当

公共下水道施設資
産評価事業

施設建設課
下水道計画担当

07-04-17

公共下水道施設管
理事業（検査業
務）

東久留米市


